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パリ協定の歩み
2015年パリCOP21

「パリ協定」採択 （長期目標2度、できれば1.5度、今世紀末なるべく早期に脱炭素）
・非国家アクター・イニシアティブの活発化（COP20で始まった）

2016年マラケシュCOP22

・パリ協定発効、締約国会議CMA１開始（即延期：ルール決定が2018年の予定）
・米トランプ新政権パリ協定離脱宣言➡We Are Still Inなど非国家アクター・イニシアティブの更なる拡大

2018年カトヴィツェCOP24

・パリ協定のルールブック（実施指針）の採択＝パリ協定の完成（ただし6条など先送り）
・タラノア対話（パリ協定に提出された不十分な各国NDCの引き上げ機運の醸成）

2019年マドリードCOP25

・野心の強化（各国NDCの引き上げ）、COP26 に向けて各国NDCの引き上げを訴え
・パリ協定の残されたルール6条などに合意できず先送り

2021年グラスゴーCOP26

・事実上パリ協定の長期目標が1.5度に強化された
・パリ協定の完成（残っていた6条などすべてのルールが合意）

IPCC1.5度特別報告書
・1.5度と2度で影響に大
差
・2050年ゼロで1.5度が
可能1.5

度

主
流
に
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パリ協定ルールブック（実施指針）

緩和

4条

適応

7条

資金

9条

透明性

13条

グローバル・
ストックテイク

14条

協力的
アプローチ

6条

国別目標に何を書き、
進捗や達成をいか
に測るか

技術
移転

10条

遵守

15条

適応報告と更新

新しい市場メカニズム
（分散型・国連主導型）、
非市場メカの設計

どのように、各国が国別目標
を守るように促すか

5年ごとの世界全体
での進捗確認は、
どのような情報を基
にどう行うのか

先進国（および自主的な資金支
援国）が行う供与・動員はどのよ
うに実施、算定されるか

技術移転のメカニズム

各国にいかに取り組
ませ、いかにその取り
組みを報告させ、そ
れを国際的にチェック
するのか

出典：パリ協定からWWFジャパン作成 3

損失と
損害

8条

回避・最少化への支援





COP26の成果 （パリ協定採択時以来の成果！）

1. パリ協定での気温上昇に関する長期目標が事実上2度未満か
ら1.5度に強化されたこと

2. 6年越しにパリ協定の詳細なルールブック（実施指針）がす
べて合意されてパリ協定が完成したこと

3. 温暖化の最大要因として石炭火力削減方針が初めてCOP決定
に明記されたこと
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街中の気候マーチ
国際NGO化石賞

様々な非国家アクターの
国際連盟の脱炭素宣言の場

COP27（第27回気候変動枠組条約締約国会合）の構造

COP
気候変動枠組
条約締約国会

議
（年1回）

CMP
京都議定書
締約国会合
（年1回）

CMA
パリ協定締
約国会合
（年1回）

SB
補助機関会合
（年2回）

SBI：実施に関する補助機関
SBSTA：科学上及び技術上の
助言に関する補助機関

例
・ PPCA（Powering Past Coal 
Alliance）脱石炭に向けたグローバ
ル連盟
・GFANZ（Glasgo Financial Alliance 
for Net Zero)
機関投資家の主要なネット・ゼロ団体を
結集する連合で、 130兆ドル（約1京
7,500兆円）の資産を有する450社以上
の金融機関が参画

日本からJCI（気候変動イニシアティ

ブ）も参加！

本来の国際ルール作りの場COP

COP26グラスゴー
気候マーチ

COP26
日本化石賞受賞
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ホスト国の主導宣言

・各国首脳サミット開催
・様々な国際宣言主導

COP26[グラスゴー気候合意]
・森林破壊の阻止
・脱石炭連盟
・メタン排出量削減

COP27の公式な成果

COP27注目：グテーレス主導
「非国家主体の排出量正味ゼロ・コ
ミットメントに関するハイレベル専門
家グループ」



COP27の成果(損失と損害COPに）

1. 【COP内】損失と損害（ロス＆ダメージ）COP
温暖化の悪影響に脆弱なアフリカで実施されるCOP.ホスト国エジプトはロス
ダメを前面に打ち出し、結果として損失と損害のための新基金が設立される
ことになった

2. 【COP内】緩和の強化（2030年削減目標の全体的な強化）
1.5度に抑えるためにはいまだ足りない2030年の削減目標を強化する要請が必
要だったが、COP26を上回る成果なし。化石燃料全体の段階的廃止/削減を提
言する国々が80ヶ国に上ったが、合意に入らず

3. 【COP外】非国家アクターの活発な発表大会
グテーレス主導の国連による「ネットゼロの定義」(非国家主体の排出量ネッ
トゼロ・コミットメントに関するハイレベル専門家グループによる提言)が発
表され、GFANZをはじめとする機関投資家に多大なる影響
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深刻化する世界の異常気象、2022年だけでも頻発

日本 6月下旬：
過去147年間で最高となった記
録的な猛暑を観測
「この記録的な猛暑は、地球温
暖化の影響で約240倍起こりや
すくなっていた」(気象研究所）

パキスタン 6月中旬～現在：
洪水で国土の3分の1が水につ
かり、1300人以上が死亡し、
3300万人が被災
経済や農業などに与える損失
は300億ドル以上（日本円で4
兆2000億円以上）（NHKニュー
ス2022/9/10)

出典：NOAA https://www.ncei.noaa.gov/access/billions/
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IPCC 第6次評価報告書
第2作業部会（影響・適応・脆弱性）発表

出典：IPCC https://www.ipcc.ch/

WG1(2021/8)
COP26の前に発表された

WG2(2022/2)         WG3(2022/4)
SB56の前に発表された

https://www.ipcc.ch/
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気候変動はすでに人間が住む世界中のすべての地域において、影響を及ぼしており、
人間の影響は、気象や極端気候に観測された多くの変化に寄与

極端現象が
人間活動による

気候変動の影響
を受けていること
が、科学的根拠を
もってより明示

環境省「IPCC AR6 WG1 SPMの概要」

(イベントアトリビューション）

国内の一例：6月猛暑

気候変動によって
発生確率が240倍に
高まっていた
（出典：気象庁気象研究所）
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異常気象ごとにイベントアトリビューション分析によって、
温暖化の寄与度が発表される

World Weather attribution
https://www.worldweatherattribution.org/

出典：World Weather attribution,  https://www.worldweatherattribution.org/



パリ協定の国連交渉から見たIPCC WG2重要ポイント

• 人為起源の気候変動は、自然と人間に対して広範囲にわたる悪影響と、それに関連した損失と損害を引き起こしている

• 地域間でリスクが大幅に異なり、約33~36億人が気候変動に非常に脆弱な状況下で生活している。（＝不公平さ～資金支援）

• 1.5度に抑える対策によって損失を大幅に低減できるものの、完全になくすことはできない（＝適応策の大幅強化が必須）

• 2040年より先、気温上昇のレベルに応じて現在観測されている影響の数倍までリスクが予測される（＝可能な限り1.5度に）

• 影響とリスクが複雑化し、複数のリスクが部門や地域を超えて連鎖的に生じている（＝適応策の緊急性）

• 一時的にでも1.5度を超える(オーバーシュート)と、さらに深刻な影響が広がり、一部は不可逆的（＝×オーバーシュート）

• ソフトな限界（制度面や財政面等）は克服しうるが、一部の生態系はハードな限界に達している。さらなる気温上昇で損失と
損害が増加し、適応の限界に達するだろう（＝適応の限界を防ぐには1.5度に）

• 良くない適応策（Maladaptation）を防ぐには包含的で長期計画が必要（＝良い適応策を実施しよう）

• 都市には気候変動によるリスクと損失が生じるが、短期的には世界的な都市化によって気候にレジリエントな開発を進める重
要な機会となる（＝適応策の主役は都市や自治体）

• 温室効果ガス排出量が急速に減少しなければ、特に短期のうちに1.5度を超えた場合には、気候にレジリエントな開発の見込
みはますます限定的となる（＝喫緊の行動が必要～2030年までの温室効果ガス排出量半減）

その他：アジア地域では「熱ストレスや栄養不良、メンタルヘルス、洪水や暴風雨による損害」など悪影響が増大

出典：IPCC AR6 WG2 SPMの知見から筆者解釈（青字） 🄫2022 Masako Konishi

COP27は
“ロスダメ

COP”
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COP27で損失と損害に対する資金支援を訴える途上国
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• 世界各地で温暖化が深刻度を
増した洪水や干ばつによる森林
火災が相次いだ2020年

• 特にその被害は、アフリカや中
央アジア、小さな島国などの低
開発途上国に大きなダメージ

• 技術も資金もなく、自力ではな
すすべもない後発開発途上国

• そもそも開発が進んでいないの
で、温室効果ガスを排出してお
らず、温暖化に対する責任はほ
とんどない

• そのためパリ協定の下で、国際
社会の公正な支援を強く求める

6月からの大洪水で国土の3分の一が
水没したパキスタン
「このＣＯＰ会議で、温暖化によって引き
起こされた取り返しのつかない損失や
損害に対して、資金支援組織の設立を
決めるべきだ」
パキスタン代表が力説(2022/11/12)

10月の洪水で600人以上の死者
を出し、230万人以上が被災した
ナイジェリア

「水害、干ばつ、砂漠化、海面上
昇など、アフリカが直面する「損失
と損害」へ資金支援を」

🄫WWF Japan 🄫WWF Japan



損失と損害（ロスダメ）をめぐる国際交渉の歴史

年 ロスダメをめぐる合意内容

1991年 気候変動枠組条約交渉時：小島嶼国が海面上昇による被害への支援仕
組みを主張 ⇒否決

2007年 COP13 「バリ行動計画」の中に初めてロスダメ言及

2013年 COP19 「ロスダメに関するワルシャワ国際メカニズム」設立 ロスダメを
回避し最少化することを目的とする ⇒ただし資金援助は言及されてい
ない

2015年 COP21 「パリ協定8条」 はじめてロスダメが国際条約の条項に入った
⇒ ただしCOP21決定において「ロスダメは、法的責任や補償の根拠を
含まない」と明記

2021年 COP26 脆弱国がロスダメに対する新資金支援メカニズムを強く要求
⇒ 否決されたが、「グラスゴー対話(2年間）」にてロスダメ資金支援の
仕組みを議論し、途上国のロスダメに技術的アシストをする「ロスダメに
関するサンチアゴネットワーク」を資金支援することが決まった
（※スコットランドとベルギーワロン地域が初めてロスダメに資金拠出を
約束）

2022年 COP27 脆弱国のアフリカで開催されるCOP、ホスト国エジプトは損失と
損害を重視。結果として損失と損害に対する新基金の設立が決定

破壊的な損失を被っ
ている途上国はロス
ダメに特化した資金技
術支援を要求

温暖化の法的責任を
問われる根拠となるこ
とを忌避する先進国

パリ協定8条で一定の
妥協を見たが、近年増
加するパキスタンの洪
水などロスダメの実例
を前に対立が激化
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適応(7条)とロスダメ(8条)を巡るCOP27論点

• 適応に関する世界全体の目標(Global Goal on Adaptation: GGA)(7条1項)

「GGAに関するグラスゴー・シャルムエルシェイク作業計画（GSS）」COP26で設立さ
れ、2022～2023年で議論する

• 損失と損害に関するグラスゴー対話（Glasgow Dialogue on loss and damage）2024年まで

資金ファシリティ設立を要求する途上国

及び腰の先進国（緑の気候基金(GCF)など既存組織に含めるならよいのか？）

• ロスダメの技術支援のためのサンチアゴネットワーク(Santiago Network)

技術支援のための資金協力には合意、その事務局やプロセスなどの方法が議論される

新たなアドバイザリーボードの立ち上げを要求する途上国

既存組織(ワルシャワ国際メカニズム（Warsaw International Mechanism: WIM 
ExCom）の事務局でよい

• 適応資金を2025年までに倍増させる（2019年比）COP26カバー決定

ハイレベル会合時、Finance(ロスダメ含む)の日（11/9）などに適応資金援助、さらにロ
スダメに特化した資金援助の約束が出るか 15



損失と損害(8条)を巡る対立点

損失と損害に関するグラスゴー対話（Glasgow Dialogue on loss and damage）

（2024年までの2年間）

途上国

損失と損害に特化した新たな
「新資金支援組織」の設立

を強く求めた

16

が、

先進国

何が既存の人道支援や防災では
足りないのか二年かけて議論し、
求められる支援の形を決める

「プロセス」を提案、

議論膠着

2020年以降年間1000億ドルを
途上国支援に資金動員するという先進国の
約束はいまだ果たされず、深刻な信頼欠如
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• 「最も脆弱な国々に対する損失と損害基金」の
立ち上げを提案

• 二つの条件

①資金を拠出するドナーは、これまでは主に先
進国だけであったところを広く拡大し、たとえ
ば国際航空船舶税や化石燃料税などの革新的資
金や、暗に中国などの新興国も出し手になるよ
う促した

②資金の受け手は脆弱な国々、たとえば小島嶼
国連合や後発開発途上国などに限る

• この提案は小島嶼国や後発開発途上国には歓迎
されたが、その他の途上国、特にボリビアや中
国らの新興国グループやサウジアラビアなどの
アラブ諸国グループは強く反発

2週目に欧州連合が譲歩提案
「もっとも脆弱な国々に対する損失と損害基金」

基金の提案をする欧州委員会ティメルマンス上級副委員長

🄫WWF Japan
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• 会期最終日に議長が示した新テキスト

「損失と損害に関するファンド(基金)を二〇二三年、
ＣＯＰ28に設立する」ドナーは、先進国も含めて、既
存の資金メカニズムや多国間・二国間組織、ＮＧＯか
ら民間まで幅広く想定されたが、資金の受け手は、
脆弱国に限らず、“広く途上国対象”

• 欧州連合をはじめ先進国は激怒、再度交渉

• 延長となった翌日土曜日未明に新たな議長テキスト

「資金の受け手は、途上国の中でも特に脆弱な国々」

• これで損失と損害に対する新基金設立に合意

（移行委員会を立ち上げ、2023年COP28に提言）

損失と損害に対する新基金設立に合意

• 気候変動の国際交渉上では転換点

• 2030年に向けて特に新興国に対して削減目標引き上げを迫りたい先進国にとって
目標強化を強く要請する決定を得るために必要な妥協という面も

🄫WWF Japan



2030年削減目標強化はならず
• ＣＯＰ27で、COP26よりさらに踏み込んだ
削減強化の要請（すべての国に1.5度に
沿った削減目標再提出等）がなされるか
が注目

• 中国やアラブグループなどの新興国に
2030年削減目標強化を強く促したい先進
国にとってはＣＯＰ27の焦点（そのために
前述の損失と損害に対する資金支援で
譲歩）

• しかしエジプト議長国の采配の遅れもあ
り、これらの決定文書のドラフトの提示は
二週目の最終日近くまでもつれ込み、最
終的に時間切れ

• 前年のＣＯＰ26をほぼ踏襲した文言となり、
さらなる削減強化は盛り込まれなかった1.5度に沿った削減強化を訴える若者たち

🄫WWF Japan



化石燃料の段階的廃止/削減はならず
• 「 （対策のされていない）石炭火力発電の段階
的削減」にとどまったＣＯＰ26決定を上回り、
「（対策のされていない）化石燃料全体の削
減」に言及できるも焦点に

• 驚いたことに、前回、「石炭火力発電の段階的
廃止」に最後まで強く反対し、最終的に「段階
的削減」に弱めた張本人のインドが、今回は
率先して「化石燃料の段階的廃止／削減」を
自ら二国間交渉などで他国に提案

• 小島嶼国連合、それにＡＩＬＡＣと呼ばれるコロ
ンビアなどの先進的なラテンアメリカ諸国連合、
それに欧州連合、イギリス、スイスが賛同し、
最終的にはアメリカも「（対策のされていない）
化石燃料の段階的廃止」を支持、その数は八
〇カ国まで膨れ上がった

• しかし、サウジなどアラブ諸国や新興国は強く
反対、議長国エジプトもこれを重視しなかった

• 結果として、前回と同じ表現にとどまった
2週目プレナリーで化石燃料の段階的廃止を主張するツバル

🄫WWF Japan



削減強化は、
COP28(アラブ首長国連邦開催）に持ち越し

• 損失と損害が深刻化する気候危機の中で、削減目
標強化や化石燃料からの移行を打ち出せず

• エネルギー危機の中にあっても化石燃料からの脱
却に先進国・途上国問わずこれほどの支持が広
がっているのは変化の芽

• COP決定史上で初めて「再生可能エネルギー」が
入った。「前代未聞のグローバルなエネルギー危
機は、再生可能エネルギーへのクリーンで公正な
移行を含む、より信頼できるエネルギーシステム
へ急速に転換させていく緊急性を強調した(一部省
略、筆者訳)」2050年までにネットゼロを達成する
には、2030年までに再生可能エネルギーに年間4兆
ドルの投資が必要と言及

• 再生可能エネルギーが脱炭素化とエネルギー危機
への同時解決のカギであることが強調された

• ＣＯＰ28会議は、化石燃料の本拠地アラブ首長国
連邦で開催、まさに「エネルギーＣＯＰ」となる
だろう
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参考：「対策のされていない(unabated)化石燃料」とは

• 石炭やガスでも「対策をしていればよい」とい
う解釈ができる。

• しかしIPCC（気候変動に関する政府間パネル）
第6次評価報告書によれば、「対策のされていな
い(unabated)」とは、「化石燃料の生産や使用に
おいてライフサイクルで火力発電の場合９０％
以上の温室効果ガスを削減したもの」と定義

• 例えば日本が進めている火力発電への20%の
アンモニア混焼ではこのレベルの削減には至
らない

• 国連のグテーレス事務総長の主導で発表された
「ネットゼロ」の提言書によると、「企業は自
社の削減目標にカーボンクレジットを使用して
はならない」

• クレジットの購入でもって排出量をオフセッ
トすることでニュートラルガスといった主張
もグリーンウオッシュ(見せかけの環境配
慮)」とみなされる可能性が高い

「偽の温暖化対策にノー」を突き付ける市民団体のマーチ
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日本の課題と期待 2023年G７の議長国
• G7の中で、石炭火力の廃止計画不表明の唯一の国

• 1800を超える世界の気候変動ＮＧＯ「ＣＡＮインター
ナショナル」によって、温暖化対策を後退させる国に
贈られる「化石賞」を受賞（アメリカのＮＧＯ、オイ
ル・チェンジ・インターナショナルによると、日本は
世界で最も多く公的支援を拠出とのこと。2019~2021年
平均で年間約106億ドル（1兆6000億円）

• 国内で脱炭素経済発展に向けた化石燃料をめぐるロー
ドマップの策定、カーボンプライシングの本格導入や
電源の脱炭素化に向けて対策を進め、世界の温暖化対
策強化の先頭に立つべき立場

• 損失と損害に関しては、災害大国である日本は世界に
冠たる防災技術を持つ

• 西村明宏環境大臣ＣＯＰ27演説「アジア太平洋地域に
おける官民連携による早期警戒システム導入促進イニ
シアティブを新たに追加的に立ち上げる」

• COP27損失と損害に対する新基金設立は、温暖化の被害
救済や防災に資金がつくことを意味する。日本の持つ
気象関連など防災技術は大きく貢献でき、かつビジネ
スチャンスが広がる！
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交渉外の注目の動き

• 今回のＣＯＰ27にはＣＯＰ会議の歴史上過去
二番目に多い約四万人が参加

• 政府関係者のみならず、非国家アクターと呼
ばれる都市や企業、機関投資家などが大挙し
て参加し、国を超えた連携で脱炭素の取組を
競って表明

• 特に機関投資家集団が企業の脱炭素化を評
価する基準を次々発表しているのに注目

• 今や企業が脱炭素に取り組むのは当たり前
であり、その内容が真の脱炭素化へ向かうの
か、それともグリーンウオッシュ（見せかけの
取組）かが問われている

• ＣＯＰ会議はこれら世界の脱炭素化の動向を
一堂に俯瞰する場。日本企業にもぜひ注視し
てもらいたい
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もっと温暖化について知りたい方に！
小西雅子著

温暖化対策＝エネルギー選択
エネルギーを選んで、将来社会を選ぼう！

地球温暖化を解決したい
岩波ジュニアスタートブックス(2021)

https://www.iwanami.co.jp/author/a120076.html

パリ協定をめぐる温暖化の全体像について
ぱっとわかりたい方へお勧め！

地球温暖化は解決できるのか
岩波ジュニア新書(2016)

気候変動政策をメディア議題に
～国際NGOによる広報の戦略～

ミネルヴァ書房(2022)

https://www.minervashobo.co.jp/book/b60
0274.html
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